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市町村社会福祉協議会における経営戦略のための
社協改革に関する課題と展望－１

－市町村社協の実態からの考察一

角田芳伸幼児教育科非常勤講師

（2007年10月１日受理）

〔要約〕

本稿では、市町村社会福祉協議会における経営戦略のための社協改革に関する課題と展望について、

全国社会福祉協議会の社会福祉協議会実態調査結果を基に、次の課題について考察を行った。(1)社協の

使命と経営の理念とは、(2)財源及び財務運営、(3)社協組織の要となる人材の育成、(4)地域福祉活動計画

の策定に向けて－地域福祉計画との関連から。

この結果、社協の経営を考えていく上で住民の参画は基より、的確な経営判断と経営責任を負える役

員体制を確立させる必要がある。また、財源については、介護保険収入が増加しているものの、継続的

に適切な事業を展開するためには、社協の事業評価やコストの把握、さらには中長期的な財政計画の策

定や公費確保のルール化など、安定的な財務運営を検討していく必要があるといえる。

さらに、職員の適正な配置や収入に占める人件費の割合については、地域の状況、人口規模、高齢化

率、業務の内容等を再吟味しながら、適正な配置や職員の処遇を検討していかなければならないと考え

る。

１．はじめに

2000年の社会福祉基礎構造改革以降、全国の各市町

村で「平成の大合併」が進められ、全国で3,000以上

あった市町村の数が約1,800に統合された。その背景

として、(1)地方分権一括推進法による市町村行政の自

己責任・自己決定のシステムの確立、(2)少子高齢化に

伴う市町村におけるサービス水準の確保、(3)住民の日

常生活圏の拡大による広域行政需要の増加、(4)大幅な

財政削減に伴う効率的・総合的な行財政運営の展開な

どがその理由として上げられる。

また、合併に伴い、各市町村ごとにこれまで進めら

れてきた社会福祉事業が今後どのようになっていくの

か、どの水準までサービスが確保できるのか、社会福

祉事業の変更はあり得るのか、地域間格差の拡大など

の問題が提起されている。

しかしその一方で、市町村合併により財政基盤の安

定化が生まれ、総合的・効率的な行政運営や福祉サー

ビスの展開ができるといった期待感もある。

社会福祉協議会（以下「社協」という｡）は、地域

社会において社会福祉を目的とする事業を経営する者

と社会福祉に関する活動を行う者が参加する公益性の

高い非営利・民間の地域福祉団体で、住民が安心して

暮らすことができる福祉コミュニティづくりと地域福

祉の推進を使命とする組織として位置付けられている。

特に、平成２（1990）年の社会福祉関係八法改正や平

成1２（2000）年社会福祉基礎構造改革により、「社会福

祉事業法」が「社会福祉法」と名称が変わり、利用者

の立場に立った社会福祉制度や地域福祉の推進が明文

化されると、住民の参加する地域福祉活動を立ち上げ、

利用者保護の視点に立った地域福祉権利擁護事業の推

進や福祉サービスの苦’清の解決、サービス評価等の義

務化など利用者保護の新たな役割が期待されている。

社会福祉法第109条に規定された社協にとって、平

成の大合併は行政の枠組みに付随するもので、合併協

議も住民主体や地域福祉推進の使命を担う社協の理念

から掛け離れ、協議というよりは「合併ありき」で調

整され進められてきたといえよう。その点では、住民

主体の社協合併ではなく、単なる社協合体と言わざる

を得ないのではないだろうか。合併後の市町村社協の

状況をみると、職員の配置や財政的な基盤では合併前

よりは良くなったということは言われるが、果たして

社協の組織のあり方や拠点づくり、住民参加の地域福

祉活動、あるいは、会費・補助金等の財源の確保など

旧市町村間での調整がスムーズに行われて合併がス

タートしているかというと、甚だ疑問や「しこり」が

いまだに残っているのではないかと考える。

こうしたことから、社会福祉基礎構造改革のなかで

出された「個人が人としての尊厳をもち、家庭や地域
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社会の中で、その人らしい自立した生活が送れるよう

に支援する」という社会福祉の理念を社協が推進して

いくためには、今一度社協の原点である５つの原則

（①住民ニーズ基本の原則、②住民福祉活動主体の原

則、③民間性の原則、④公私協働の原則、⑤専門'性の

原則）に立ち返りながら、社協のアイデンティティと

は何か、使命とは何か、経営理念とは何かについて再

検討していくことが必要ではないかと考える。

そこで本稿では、全国社会福祉協議会（以下「全国

社協」という｡）の「社会福祉協議会活動実態調査報告

書」の結果を基に、宮城県・山形県内の市町村社協の

活動実態と関連させながら、時代に応じた社協の経営

戦略を考える上で社協の改革を進めるために何をすべ

きなのか課題を上げながら研究考察していきたい。

(2)役員構成について

社協の会長は行政の首長が減り、学識経験者が増え

ている。常務理事では、福祉関係行政職員と学識経験

者が多い。理事では、理事の出身団体である上位４団

体をみると、民生委員・児童委員、学識経験者、町内

会･自治会、議会議員の順で、評議員では（上位４団体)、

町内会・自治会、民生委員・児童委員、地区社協の順

となっている。監事は学識経験者が一番多く、次いで

民生委員・児童委員という状況である。

会長く表１－１〉会長の出身団体（上位４団体）

（100％=市区町村別会長合計人数）（％）

Ｆ二２．市町村社協の実態一「社会福祉協議会活動実態調

査報告書」から

「社会福祉協議会活動実態調査｣(以下｢実態調査｣と

いう｡）は市町村社協の実態について、全国社協が３年

ごとに全国の市区町村社協を対象に市区町村社協の基

本的な組織状況、活動事業、職員数、財政について社

協の活動実態を明らかにするために実施されたもので、

本報告書は、2003年（平成15年４月１日現在・平成１４

年度実績）の調査結果をまとめたものである。対象の

社協数は3,330カ所、回収率100％、調査期間は平成１５

年１０月から12月までである。その結果、次のような現

状が明らかになった。なお、本文中の図表については

主なもののみ掲載したい。

常務理事く表１－２〉常務理事の出身団体（上位４団体）

（100％=市区町村別常務理事合計人数）（％）

理事く表１－３〉理事の出身団体（上位４団体）

（100％=市区町村別理事合計人数）（％）【全国社協一社会福祉協議会活動実態調査報告書から

主な項目のみ掲載】

(1)基本的事項について

①法人格

平成15年４月１日現在で、3,330社協のうち社

会福祉法人格を有する市区町村社協は3,302社協

で、法人化率は99.2％である。

市区町村別でみると、市では100％、町では

９９．９％、村では97.1％、政令指定都市の区では

９９．２％となっている。

②社会福祉センター等の運営

社会福祉センター等の運営状況では、1,664社

協（50.0％）が運営を行っている。また種類別で

みると、老人福祉センターが665社協､デイサービ

スセンター491社協､地域福祉センター448社協と

なっている。

監事く表１－４〉監事の出身団体（上位４団体）

（100％=市区町村別監事合計人数）（％）

－２３４－ 

2003 2000 1997 

学識経験者 42.9 38.8 36.8 

行政の首長 31.5 35.3 37.8 

民生委員・児童委員 5.7 5.8 6.2 

町内会・自治会 5.0 

地区社協 4.7 4.6 

％ 

福祉関係行政職員 34.8 

学識経験者 26.7 

その他の行政職員 12.8 

その他 1１．０ 

％ 

民生委員・児童委員 13.8 

学識経験者 13.3 

町内会・自治会 12.8 

議会議員 6.2 

％ 

学識経験者 44.2 

民生委員・児童委員 1ＬＯ 

その他 8.4 

町内会・自治会 7.0 
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評議員く表１－５〉評議員の出身団体（上位４団体）

（100％=市区町村別評議員合計人数）（％）

組織運営に欠かせない諸規程の整備状況については、

会計（経理）規程（97.2％)、就業規則（95.7％)、給

与規程（92.7％)、職員旅費規程（90.6％）が９割とい

う高い実施状況で、逆に情報公開関係規程（9.3％)、

個人情報保護関係規程（6.3％）は前回より高くはなっ

ているものの１割未満と低い整備状況になっている。

表３諸規程の整備状況（有りの場合）

２００３２０００１９９７ 

(3)組織体制について

理事会の開催状況をみると、年３回、年４回で約５

割を占めているが、６回以上（２カ月に１回以上）開

催する社協は全体の約２割である。これを前回（2000

年）の調査と比較すると、わずかではあるが、やや開

催回数が減少している。

理事の研修は５割（56.1％）の社協が研修を実施し

ているが、前・前回の調査と比較すると年々減少の傾

向にある。

また、理事の役割分担としての各種委員会（部会）

の実施状況は、生活福祉資金貸付推進委員会が約６割

（57.5％）であり、次いで広報委員会と総務部会が約

２割（19.2％、15.1％）となっている。

しかし、その他の部会（委員会）は1割～1割未満

という状況であり、前・前回調査と比較してもこれら

委員会の実施状況は、かなり減少していることがわか

る。

表２各種委員会の実施している場合の状況

２００３２０００１９９７ 

(4)会員について

①住民会員制度

住民会員制度がある社協は2,965社協（８９０％）

で、前回（2000年）調査時（88.4％）と比べると

横ばいの状態であり、会費は300～600円未満が全

体の47.2％（1,399社協）と半数近くを占めており、

その徴収方法（複数回答）は７割近く（68.1％）

が自治会によって徴収されている。
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％ 

町内会・自治会 27.7 

民生委員・児童委員 17.9 

地区社協 6.9 

当事者及び家族の団体 6.5 
2003 2000 1997 

理事・評議員選任規程
2.897 

87.0 

2,918 

86.6 

2,908 

86.3 

会員（会費）規程
2.973 

89.3 

2,940 

87.3 

2,919 

86.6 

役員職務権限規程
1，１８７ 

35.6 

1．２７１ 

37.3 

1．６３３ 

48.5 

部会・委員会設置規程
1.698 

51.0 

1．７７３ 

52.6 

1．８２２ 

54.1 

役員報酬規程
1,776 

53.3 

1.300 

38.6 

1，１６６ 

34.6 

役員等費用弁償規程
2,325 

69.8 

2.009 

59.6 

2,045 

60.7 

事務局規程
2,942 

88.4 

2,990 

88.8 

3,045 

90.4 

事務処理規程
2,431 

73.0 

2.434 

72.3 

2.578 

76.5 

職員旅費規程
3.018 

90.6 

3.017 

89.6 

3.037 

90.1 

会計（経理）規程
3.236 

97.2 

3.067 

91.1 

2.947 

87.4 

表彰規程
2,294 

68.9 

2.296 

68.2 

2.295 

68.1 

慶弔規程
2.009 

60.3 

1.918 

56,9 

1,805 

53.6 

就業規則
3.187 

95.7 

3．１７５ 

94.3 

3.104 

92.1 

給与規程
3.088 

92.7 

生活福祉資金関係委員会規程
Ｌ９１２ 

57.4 

2.003 

59.5 

2.105 

62.5 

法外援護資金貸付規程
Ｌ１０２ 

33.1 

1．１７４ 

34.9 

Ｌ４８５ 

44.1 

情報公開関係規程
309 

9.3 

9５ 

2.8 

個人'情報保護関係規程
211 

6.3 

1０８ 

３．２ 

2003 2000 1997 

広報委員会
640 

19.2 

753 

22.4 

778 

23.1 

在宅サービス推進委員会
353 

10.6 

540 

16.0 

586 

17.4 

在宅サービス経営会議
197 

5.9 

3０６ 

９．１ 

障害福祉部会（委員会）
282 

8.5 

380 

11.3 

437 

13.0 

老人福祉部会（委員会）
301 

9.0 

412 

12.2 

487 

14.5 

児童福祉部会（委員会）
258 

7.7 

332 

9.9 

389 

lＬ５ 

母（父）福祉部会
168 

5.0 

227 

6.7 

248 

7.4 

財政部会（委員会）
370 

1１．１ 

538 

16.0 

595 

17.7 

総務部会（委員会）
502 

1５．１ 

総合企画部会（委員会）
443 

13.3 

705 

20.9 

788 

23.4 

生活福祉資金委員会
Ｌ９１３ 

57.5 

2.092 

6２．１ 

2.299 

68.2 

福祉施設部会（委員会）
1８７ 

５．６ 

240 

7.1 

289 

8.6 
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守りや援助活動を行うもので、その活動を実施し

ている社協は1,904社協（57.2％）で、2000年

（2,012社協:59.7％）と比較すると若干減少して

いる。また、活動の対象者（複数回答）はひとり

暮らし高齢者1,856社協（97.5％)、高齢者夫婦

1,388社協（72.9％)、ねたきり高齢者913社協

（48.0％)、認知症高齢者776社協（40.8％)、身体

障害児者680社協（35.7％)、知的障害児者499社協

（26.2％）の順となっており、高齢者を対象とす

る活動が多いことが分かる。

⑤社会福祉に関する住民意識調査等の実施

社会福祉に関して住民がどのような意識や関心

を持っているかについての調査では、全体的にみ

ると定期的に実施しているは少ない（高齢者実態

調査が305社協で9.2％)。不定期的に実施してい

るでは、社会福祉に関する住民意識調査が1,189

社協（35.7％)、高齢者に関する実態･ニード調査

が1,174社協(35.2％）と多く、障害児者(17.8％)・

児童（14.0％）に関する実態・ニード調査の１１１頁と

なっている。

表４社会福祉に関する住民の意識調査の実施

単位：上段＝社協数下段＝％

②基金

社協が設置運営している独自の基金をもつ社協

は、2,074社協（62.3％）である。そのうち、介護

保険事業を安定させるための基金を有する社協は

808社協（24.3％)、介護保険事業を実施するため

の借入金を有する社協は203社協（6.1％）で、借

入先としては福祉医療機構（27.6％)、金融機関

（23.6％)、行政（17.2％）となっている。

支援費事業を安定させるための積立金を設置す

る社協は８社協（0.2％)、支援費事業を実施する

ための借入金を有する社協は12社協（0.4％）で、

その借入先は、金融機関（33.3％)、行政（16.7％）

となっている。

自主財源づくりのための収益事業は618社協

（18.6％）が実施し、バザー（29.6％)、冠婚葬祭

に関する貸出（22.0％)、食堂･売店（17.3％）等

となっている。

(5)事業活動内容について

①地域福祉活動計画、社協発展・強化計画等の策定

状況

地域福祉活動計画を策定している（798社協：

２４．０％)･策定中(210社協:8.4％)･策定予定(1,233

社協：４９．１％）の社協を合計すると2,241社協

（67.3％）である。

社協発展・強化計画を策定しているは463社協、

策定中が84社協、策定予定が615社協で合計1,162

社協（34.9％）と４割未満である。

社協財政計画を実施しているのは94社協

（2.8％）という状況であった。

②地区社協（支部・校区）の設置状況

市町村の区域を地区・支部または校区と呼ばれ

る小地域に分けて、地区社協（支部・校区社協）

を設置している社協は925社協（27.8％）で、その

うち、設置率が100％となっているのは753社協

（81.4％）である。

また、地区社協の設置形態としては小学校区

410社協（12.3％)、自治会248社協（7.4％)、中学

校区66社協（2.0％）の||頃となっている。

③福祉委員等の設置

会費の徴収や社協の連絡役としての福祉委員等

を設置している社協は1,250社協（37.6％）で、

2000年（1,278社協：３７．９％)、1997年（1,217社

協：３６．１％）と比較すると横ばい状態である。

④小地域ネットワーク活動の実施

「小地域ネットワーク活動」とは小地域を単位

とし、要援護者一人ひとりに対して近隣住民が見

⑥機関誌・広報の発行

機関誌・広報を発行している社協は全体の９割

（3,116社協:93.6％）で、年間発行回数では年４

回752社協（24.1％)、次いで年３回（18.6％)、年

２回（17.5％）という状況である。また中には、

年11～12回発行している社協も302社協（9.7％）

あった。

－２３６－ 

社会福祉に関する

住民意識調査

定期的に実施

不定期に実施

3７ 

1．１ 

1，１８９ 

35.7 

老人に関する実態調査．

ニード調査

定期的に実施

不定期に実施

305 

9.2 

1，１７４ 

35.2 

障害児者に関する実態調査.

ニード調査

定期的に実施

不定期に実施

7３ 

2.2 

592 

17.8 

児童に関する実態調査．

ニード調査

定期的に実施

不定期に実施

5２ 

Ｌ６ 

465 

14.0 

その他の調査
320 

9.6 
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(6)ボランティアセンターの設置・運営状況について

ボランティアセンターを設置している社協は2,275

社協（68.3％)、ボランティアセンター機能を持つ社協

は833社協で合計すると3,108社協（93.4％）に達する。

ボランティアコーディネーターは専任・兼任の合計で

3,173人、ボランティアセンターで把握･登録している

全国のボランティアは569万人近くになっている。

また、ボランティアセンター事業への住民参加の形

態（複数回答）では、イベントの実行委員会や企画・

運営等への参加が1,913社協（57.5％)、学校における

福祉教育･学習活動への支援が1,665社協（50.0％）と

最も多く、講座の企画・運営、情報誌の編集作成の順

となっている。

ホームページの作成は122社協(3.7％）と少なかった。

広報活動にホームページを活用している社協は661社

協(19.9％）と２割近くであるが、ホームページを持っ

ていない社協は2,365社協（71.0％）という状況であっ

た。

(9)支援費制度事業の実施状況について

支援費制度における実施状況をみると、訪問介護事

業（79.2％）と最も実施率が高く、次いでデイサービ

ス事業（18.0％)、短期入所事業（0.7％）の順となっ

ている。いずれの事業も身体障害者に対するサービス、

知的障害者に対するサービス、児童に対するサービス

の順となっている。

表５介護保険事業単位：上段＝社協数下段＝％

(7)ふれあいいきいきサロンの設置状況について

「ふれあいいきいきサロン」とは、地域を拠点に住

民である当事者とボランティアとが協働で企画し、内

容を決め、運営していく楽しい仲間づくりの活動をい

い、平成６年11月からその設置の推進が図られている。

社協自身が運営しているものは1,245社協（37.4％）

で、設置ヵ所数は15,041カ所である。対象別でみると、

高齢者が88.7％と最も多く、次いで子育て家庭が

3.9％となっている。

また、社協自身は運営していないが設置を把握して

いるが1,544市区町村で、設置ヵ所数は22,155カ所と

なっており、社協運営と合わせると37,196カ所でふれ

あいいきいきサロンを運営していることになる。

(8)介護保険関連事業について

要介護認定調査の受託実施社協は1,721社協

（51.7％）で、前回（2000年）調査と比較すると増加

している。

介護保険事業についてみると、訪問介護事業は

2,256社協（67.7％）が指定事業者で、居宅介護支援事

業2,203社協（66.1％)、通所介護事業1,215社協

（36.5％)、訪問入浴介護事業922社協（27.7％）が指

定事業者の上位を占めている。

また、指定事業者、基準該当事業者、自治体からの

受託を合わせると、ほぼ全ての事業での実施率は前回

（2000年）の調査と比較すると増加となっている。

－２３７－ 

指定事

業者

基準

該当

事業者

自治体が

事業者で

受託

実施

しない
ＮＡ 

訪問介護事業

2003 

2000 

2.256 

67.7 

2.293 

68.1 

4２ 

1．３ 

3４ 

1.0 

110 

3.3 

1１５ 

３．４ 

753 

22.6 

830 

24.6 

1８１ 

５．５ 

9６ 

2.9 

訪問入浴介護

事業

2003 

2000 

922 

27.7 

918 

27.3 

3１ 

0.9 

2５ 

0.7 

4０ 

1.2 

4７ 

1.4 

1,984 

59.6 

2,223 

66.0 

356 

10.7 

1５５ 

４．６ 

訪問看護事業

2003 

2000 

9５ 

2.9 

8０ 

2.4 

４ 

0.1 

９ 

0.3 

2２ 

0.7 

3０ 

０．９ 

2.755 

82.7 

3.058 

90.8 

454 

13.7 

1９１ 

５．７ 

通所介護事業

2003 

2000 

1．２１５ 

36.5 

Ｌ１２９ 

33.5 

1９ 

0.6 

1２ 

0.4 

231 

6.9 

244 

7.2 

Ｌ５４８ 

46.5 

1.838 

54.6 

329 

9.9 

145 

4.3 

短期入所生活

介護事業

2003 

2000 

3８ 

1．１ 

2３ 

0.7 

2０ 

0.6 

2７ 

0.8 

3５ 

1．１ 

3４ 

ＬＯ 

2.779 

83.4 

3,089 

91.7 

459 

13.8 

195 

5.8 

福祉用具貸与

事業

2003 

2000 

1９０ 

５．７ 

164 

4.9 

1９ 

0.6 

2９ 

0.9 

2６ 

0.8 

4１ 

1.2 

2,645 

79.4 

2.941 

87.3 

451 

13.6 

193 

5.7 

痴呆対応型共同

生活介護事業

2003 

2000 

2６ 

0.8 

1１ 

0.3 

４ 

0．１ 

３ 

０１ 

８ 

0.2 

８ 

0.2 

2.834 

85.1 

3.157 

93.7 

458 

13.8 

1８９ 

５．６ 

特定施設入所者

生活介護事業

2003 

2000 

１ 

0.0 

１ 

0.0 

５ 

0.2 

３ 

0.1 

１ 

0.0 

８ 

0.2 

2,861 

85.9 

3．１６５ 

94.0 

462 

13.9 

1９１ 

５．７ 

介護老人福祉

施設

2003 

2000 

3１ 

0.9 

1５ 

0.4 

５ 

0.2 

1２ 

0.4 

1９ 

0.6 

1８ 

0.5 

2.818 

84.6 

3.134 

9３．１ 

458 

13.8 

189 

5.6 

介護老人保健

施設

2003 

2000 

６ 

0.2 

５ 

0.1 

５ 

0.2 

９ 

0.3 

９ 

0.3 

９ 

0.3 

2,846 

85.4 

3.154 

93.6 

464 

14.0 

1９１ 

５．７ 

居宅介護支援

事業

2003 

2000 

2.203 

6６．１ 

2.164 

64.3 

1６ 

0.5 

1１ 

0.3 

5９ 

1．８ 

6４ 

1.9 

851 

25.5 

1.020 

30.3 

213 

6.4 

109 

3.2 

その他

2003 

2000 

2４ 

0.7 

５ 

0．１ 

３ 

0.1 

４ 

0.1 

1６ 

0.5 

1３ 

0.4 

2,232 

67.0 

2.809 

83.4 

1.055 

31.7 

537 

15.9 
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表７一般事業職員の初任給格付（当該市区町村自治体との比較）

単位：上段＝社協数下段＝％
また、市町村障害者計画の策定状況では、策定済み・

策定中を合わせると1,729社協(51.9％）と半数の社協

が市町村障害者計画の策定に参画している。 ２００３２０００１９９７ 

(10)地域福祉権利擁護事業の実施状況について

地域福祉権利擁護事業の基幹的社協は523社協

（15.7％)、基幹的社協ではないが利用者がいるは

1,074社協（38.8％）という状況である。

また、地域福祉権利擁護事業の基幹的社協との関わ

り方（複数回答）では、事業の相談窓口等が74.0％と

高く、次いで利用ニーズの掘り起こしが49.1％、初回

相談時の同行が37.2％、緊急時等の支援が23.2％とい

う状況である。

一般事業職員の給与表の種類と運用形態

（有の場合）（複数回答）

単位：上段＝社協数下段＝％

表８

Ⅱ２０００１９９７ 

(11)社協職員配置状況と構成等

市区町村社協、都道府県・指定都市社協、全国社協

の職員を合計すると120,342人で、そのうち、市区町村

社協職員は112,484人で一般事業職員（事務局長、福祉

活動専門員、地域福祉活動コーディネーター、事務職

員等）は21,222人（常勤･非常勤の合計)、経営事業職

員（ホームヘルパー、デイサービス等在宅サービス事

業及び入所施設（特養等)、障害者･児童関係施設職員

等）は91,262人（常勤・非常勤の合計）の内訳になっ

ている。合計職員数は前回（2000年：96,020人）の調

査と比較すると1.25倍の増となっている。

また、常勤職員では市町村の単独補助職員は一般事

業職員で13,190人、自主財源による職員は1,588人で

ある。これに対し、経営事業職員の市町村単独補助職

員は12,330人で、自主財源による職員は27,378人と

なっている。

職員の取得資格状況（複数回答）は、訪問介護員資

格が47.4％、次いで介護福祉士15.4％、社会福祉主事

が13.9％、介護支援専門員が11.1％となっている。そ

の他、看護師、保育士、社会福祉士の資格を取得して

いるという状況である。

さらに、正規職員の給与・処遇をみると、一般事業

職員の初任給格付けについては当該市区町村自治体と

比較した場合、「同じ」は1,483社協（44.5％)、「低い」

は1,722社協（53.2％）である。前回（2000年）調査で

は「低い」が51.5％となっており、「低い」の割合がや

や多くなっている。

また、一般事業職員の初任給の額では17万円台が

30.0％と最も多く、次いで16万円台18.6％となってい

る。行政の給与表との関係では、「行政の給与表に準

じて適用も同じ」が39.7％で、「行政準用適用は異な

る」が45.1％となっている。

※「行政準運用同」は、行政の給与表準用で運用も同じ

「行政準運用異」は、行政の給与表準用だが運用が異なる

(12)財政状況

２００２（平成14）年度の決算でみると、収入では介護

保険収入が33.9％、受託金収入が25.8％、経常経費補

助金収入が18.4％となっている。支出では人件費支出

が61.3％と高く、次いで事業費支出17.8％である。

2000～2002(平成12～14)年度の決算の推移をみると、

収入では介護保険収入が３割、受託金収入が約３割、

経常経費補助金収入が約２割という状況で、支出では

人件費支出が６割と高くなっており、次いで事業費支

出が約２割という結果になっている。

⑬調査結果からみた考察

市町村社協の構成員は、地域福祉の推進に参加・協

働する地域のあらゆる団体・組織を構成員とし、地域

社会の総意を結集することが重要である。そのために

は、地域福祉の推進に必要な住民組織、社会福祉に関

する活動を行う団体、公私社会福祉事業者及び社会福

祉関係団体等、地域の実Ｉ盾に応じて検討する必要があ

る。組織運営でみた場合、理事・評議員・監事の出身

団体は学識経験者、民生委員・児童委員、町内会・自

治会が多く、宮城県についても監事を除くと、旧来の

社協組織という印象が強いと考える。

－２３８－ 

2003 2000 1997 

高い
９ 

0.3 

４ 

0.1 

７ 

0.2 

同じ
1.483 

44.5 

Ｌ606 

47.7 

1,604 

47.6 

低い
1,772 

53.2 

1.736 

51.5 

1,720 

51.0 

ＮＡ 
6６ 

2.0 

2２ 

0.7 

3９ 

1.2 

2003 2000 1997 

社協独自
355 

11.4 

314 

10.0 

287 

9.0 

行政準運用同
1.237 

39.7 

1.353 

43.0 

1,575 

49.3 

行政準運用異
1,409 

4５．１ 

1.359 

43.2 

1.273 

34.9 

その他
6４ 

2.1 

7８ 

2.5 

6１ 

1．９ 

ＮＡ 
6１ 

2.0 

4５ 

1.4 

0 

0.0 



市町村社会福祉協議会における経営戦略のための社協改革に関する課題と展望－１ 7７ 

表６市区町村社協業種種別職員数と取得資格状況

３.そのｂ－ｎｎ．＿

且合計

４２８３２０１８２５５２０２８９６６２２８８７９７６３８７２ 

取得資格（複数回答）

４
６
８
８
７
１
９
８
１
６
０
７
３
８
３
７
５
８
３
４
４
９
０
３
 

２
２
７
２
３
６
１
７
０
 

２
１
１
４
３
４
４
３
４
２
 

１
５
７
２
６
５
 

１
 

０
２
２
２
４
１
０
 

１
１
 

５
 

８
１
９
８
５
８
６
６
２
８
２
０
１
２
２
３
０
６
２
７
９
７
３
９
 

２
５
５
３
３
１
６
５
４
５
１
０
５
１
８
８
２
１
８
９
１
０
５
 

１
６
８
８
６
１
８
４
 
１
２
１
 

５
１
４
 

２
７
３
 

６
 

１
 

０
６
３
９
９
３
８
２
１
９
４
９
５
１
５
２
６
４
８
１
８
２
３
０
 

１
１
８
０
５
９
０
０
３
１
４
７
０
８
２
１
４
３
４
３
８
 

１
２
９
６
３
１
５
３
１
１
 

７
１
２
 

１
３
 

８
 

９
３
１
３
４
１
４
８
５
０
４
０
９
０
９
３
２
７
１
７
２
２
６
 

５
６
５
７
４
５
６
７
０
２
４
３
２
９
９
２
１
３
０
５
６
１
 

１
０
２
５
１
８
９
１
１
 

２
２
１
 

１
１
４
２
 

１
１
 

６
１
６
 

１
 

２
 

５
３
４
２
３
９
２
１
６
３
７
９
２
２
１
８
５
０
４
３
７
２
８
 

１
５
７
４
４
５
８
２
２
１
 
４
４
４
 

２
１
２
４
 

２
３
４
２
９
７
９
 

３
 

１
５
 

９
２
５
６
３
０
７
５
８
２
１
４
８
３
８
５
２
５
０
４
８
５
９
 

６
９
７
３
０
４
８
４
９
２
１
２
７
７
４
１
１
５
３
７
７
 

２
６
２
２
９
２
７
２
１
１
 

２
 

１
２
４
１
１
１
 

５
１
２
８
７
９
４
５
０
７
１
６
１
４
９
３
０
７
８
７
１
７
４
 

３
０
４
７
４
１
４
３
１
 

４
１
 

２
３
４
９
 

１
３
４
 

２
２
７
 

２
 

１
 

３.その一

員合計

５.居宅胆支援事象

９９１２３８５６４２７５０１０２０７ 
総合肝４５３９１３６３９７６２ ２７６３１２３５１７８４８９１７２９７５７５１１０２５４３９８３７３２２８１２４４３ 

－２３９－ 

￣弓￣－－百￣￣ 

A国庫
補助

B県単
補助

C市単
補助

童勘臘層

、自主
財源

￣－－ －－ ﾆーー＿ロ

E行政
出向

F行政
兼務

Ｇ常勤
職員計

非常§旦一 -つFrTｺニ

H国庫
補助

l県単補
肋

11職員

j市単
補助

Ｋ非常
勤職員
数計

L合計

1．事務局長 1９ 3４ 1,777 1７０ 776 412 3０１８８ ０ ０ 6７ )７ 30255 
2.福祉活動専 珂員 ０ 6７ 20806 116 2２ 1１ 2.822 0 １ 3４ 3５ 2.857 
3.その他一般事業職員 476 938 8.807 1.302 741 262 12.526 1２８ 6５ 2.391 2.584 15.110 
－股事業職員合計 495 1.039 130190 1.588 1.539 685 18.536 １２８ 6６ 2.492 2.686 21.222 
5.居宅介麹支授事業 ０ 1５３ 403 40180 6１ 1９ 4β1６ ０ ０ 774 774 5.590 
6.在宅介護支授センター Ｍ7２ 137 582 107 1０５ 1２ 2.115 3８ ２ 100 140 2２５５ 
7.介
に売而

捜保険事業のﾎｰﾑﾍﾙﾌﾞｻｰﾋﾟｽ ０ ３ 798 100737 5０ ３ 11,591 0 1８ 25.951 250969 37.560 
８ 他ア ミームヘルプサービス 244 4４ 690 520 2２ ５ 10525 229 3４ 10755 2.018 30543 
９ 老人デイサービス ０ 4７ 20123 9,185 1９１ 2６ 11.572 0 2７ 70154 70181 18.753 
１０ 生高：;者グループホーム 0 0 3２ 1３１ 0 ０ 163 0 0 8４ 8４ 247 
１１ 訪問者誼ｽテーション 0 ０ ５ 205 ７ 0 217 0 0 172 172 389 
1２ 老人保健施没 0 0 127 1４１ 2７ ０ 295 0 0 4６ 4６ 341 
1３ 特別芸Ｉ且老人ホーム 0 0 182 720 3２ 0 934 ０ ０ 218 218 1.152 
１４ ケアハウス 1８ ０ 4３ ６ ０ 0 6７ 1４ 0 1１ 2５ 9２ 
1５ 障害者デイサービス 184 ３ 330 260 1１ ３ 791 8９ ４ 382 475 1.266 
１６.障害者生壼支授事業 5７ ７ 100 6５ ６ 0 235 4４ ９ 422 475 710 
１７.納神障害者地域生活支担事乗 2３ ４ 1４ 1２ ０ ０ 5３ ７ １ 2６ 3４ 8７ 
１８.保育 所 730 1３ 364 133 ８ ０ 1.248 6８ ５ 207 280 10528 
19.児宜館 420 2７ 909 1０ 1３ ４ 1.383 273 501 743 1.517 2.900 
2０． 障害者通所施設(法定） 350 120 605 7３ 1８ ３ 1０１６９ 2５ 2４ 332 381 10550 
21.そのＩ h障害者通所施設(塗定） 5０ 247 939 2８ 2１ １ 1.286 1６ 5６ 430 502 1.788 
22.その他在宅福祉サービス車兵 468 160 10604 724 5２ ３ 3.011 419 1３４ 30253 30806 60817 
23.福祉センター等会倣釘埜管理 7２ 1４ 2.480 1４１ 1２５ 3３ 2.865 2１ ５ 1.803 1,829 4.694 
経営事象職員合Hｆ 3.788 979 12.330 27.378 749 1１２ 45,336 1.243 820 43.863 45,926 91.262 
総合計 40283 20018 250520 28,966 20288 797 63,872 1,371 886 460355 48.612 112,484 

主事① 主事② 主事③
社会福
祉士

精神保
健福祉
士

保健師 看護師
介護福
祉士 保育±

ヘル

パー１
ヘル

パー２
ヘル

パー３

介護支
援専門
負

1．事潴局長 9２ 6２ 643 6７ 0 1１ 1０ 2８ 2４ 1５ 5９ 3５ 269 
2.福祉活動写 W且 601 148 10783 369 ８ ３ 1６ 1５１ 1２６ 5３ 1６３ 1０１ 692 
3.その‘ 世一般事業職目 1.690 588 3.751 10116 3８ 3５ 1８３ 659 578 274 1.051 342 1.275 
一般事桑職且合計 2.383 ７９８ 6.177 1.552 4６ 4９ 209 838 728 342 1.273 478 20236 
５ 居宅介腫支援事業 209 3８ 583 215 ６ 8３ 959 2,835 237 10443 544 4７ 40903 
６ 在宅ブ 、

俎支掴センター 292 4８ 330 325 1６ 220 693 618 6１ 259 1５１ 1９ 1,240 
フ 介堕保険事象のﾎｰﾑﾍﾙﾌﾞｻｰﾋﾟｽ 1４９ 3４ 495 4７ ４ 1６ 1,308 70166 619 50982 260864 1.244 1,787 
８ 世ホームヘルプサービス 3９ ５ 7０ 2４ ２ １ 1０２ 856 7８ 721 10978 235 245 
9 老人デイサーピス 535 1６１ 1,075 211 ３ 5８ 30531 3.442 501 926 60105 710 10198 

1０ 痴呆性商船者グループホーム 1０ １ 1２ ３ ０ １ 1９ 5８ ６ 1３ 120 ７ 2２ 
1１ 訪 剖宕誼ｽﾃｰｼｮﾝ 0 0 ３ 0 0 1２ 344 1２ 0 ７ ４ １ 1１１ 
1２ 

1万了了
老人保健施設 3８ 0 ４ ５ 0 0 7９ 100 ７ ９ 4０ ６ 2４ 

1３ 特別養駈老人ホーム 4７ 1１ 5３ 1５ ２ ２ 105 251 2３ 4２ 239 4１ 7８ 
1４ ケアハウス ３ ０ 1６ 0 ０ 0 １ 1２ ８ ２ 2０ ４ ３ 
1５ 陣害者デイサービス 7８ 3１ 7１ 4１ １ ７ 1３５ 1８２ 1１３ 4１ 299 1９ 7８ 
1６ 町害者生活支援事案 3０ 1３ 3２ 3１ １ ４ 2２ 8３ 1７ 4８ 1９３ ３ 4５ 
1フ.柏’ 申障害者地域生活支援事業 1０ ２ ２ ３ 1３ １ ６ 2０ ５ ５ 2２ 0 1２ 
１８.保育所 0 0 ５ ０ 0 １ 1４ ６ 1,048 ０ 1７ ７ 1５ 
１９.児童館 3９ 1８ 3１ 1０ １ ４ ８ 1２ 10233 ４ 3１ ８ ０ 
20.障害者通斫逓盤(塗定） 209 7３ 133 6０ 1０ ３ 4１ 8７ 244 2３ 1０７ 2７ 5４ 
21.その（ 回障害者適所施設(法定） 224 4７ 204 5７ ７ ４ 3８ 9９ 244 1７ 152 3１ 3８ 
22.その 他在宅福祉サービス事業 1５１ 4３ 1９１ 115 ８ 3４ 742 517 439 322 1,462 247 275 
23.福祉センター等会飽迺堂管理 9３ 4０ 275 4９ ３ 1７ 133 103 1４０ 4８ 216 9４ 7９ 
経営本業職員合３ 2.156 565 3.585 1.211 7７ 468 8,280 16.459 5.023 9.912 38.564 2.750 10.207 
総合計

Ｆ=〒冒冒帝
■DＯｕＪＵ 

－－－ 

Ｆ~司宕苣司
UｏＪＤＪ 

Ｆ=弄言冒烹
ＵＯＪＤＺ 

￣－－ 

Ｆ＝＝貢司

ＺＤＪＯｄ 
デー＝雪

lＺｊ 

－－－－－ 

Ｆ￣＝言

０１ノ

－－－ 

￣＝＝＝ 

8，４８９ 

－－－－ 

戸＝ニーーー

1７０２９７ 

－－ 

￣￣＝＝ 

50751 

￣￣ 

－－￣ 

10,254 
＝＝￣ 

390837 

－－－ 
－－－－ 

30228 

－－－－弓

12,443 
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員９平成12～14年度の推移（単位：万円）

蕊
表

平１２：．、

398.62.5％ 

船
冊
船
船
冊
冊
船
船

粥
船

５
４
２
８
６
３
８
７
 

６
０
 

■
 

■
 

■
 

２
２
｜
加
一
刀
３
３
０
肥
－
－
７
Ⅲ
１
 

経常経費補助金収入

霞｜川川灘
１
 

共同募金配分金収入

９２１４６５４％１０１７１８６４８％８１Ｂ５５３９％ 

１０７０５７６％１１５１９７３％６９２４４６％ 

２６８３３１９０％３０３５２１９３％４１７５２２７５％ 

１３６８１０％１４０８０９％ 

２２８８１６％３５６４２３％ 

１６８０１％１６３０１％ 

４６６８３３％４３１３２７％３１５２２１％ 

６４５０５％８３００５％８３１０５％ 

２０７５１５％３１５９２０％１７３６２１１４％ 

１４０８９１０００％１５７０２６１０００％１５１８７１１０００％ 

貸付事業等支出
共同募金配分金事業費

平成14年度

墨
墨
『

介護保険
入

入

造lIT］

240 

Ｔ』 了『 戎14企
■■ 

■■ 

￣ 度 ｝０』 z成13士
￣ 

￣ 

￣ 度 平成12企
■■’ 

■● 

￣ 

存
夛二

会Ｉ 贄i収入 373.9 284％ 431.1 2.4％ 398.6 2.5％ 
寄

■■■ 

、

■ 

金』 又入 377.1 2.4％ 428.4 2.4％ 386.2 2.4％ 

分！ 旦金」 又入 9.4 0.1％ 57.1 0.3％ ￣ 1■■■ 

怪Ｉ 鑿ネ 因 金】又入 3049.6 19.6％ 3519.0 19.9％ 3,662.5 232％ 

功成金』 又ノ 211.3 1.4％ 2５０９ 1.4％ ￣ ￣ 

受託ョ筐収入 4273.3 27.4％ 4922.0 27.9％ 4,393.5 27.8％ 

事業』又入 643.5 4.1％ 736.3 4.2％ 572.0 3.6％ 

共
￣ 

■■■■ 

ロ‘ ■■■■■Ｐ⑰ 藷詮配分金，仮入 483.5 3.1％ 566.7 3.2％ 527.2 3.3％ 

負； :Ｅ 金』 又入 75.9 0.5％ 88.1 0.5％ 1１９．９ 0.8％ 

介ｉ瘻保 実収入 5610.2 36.0％ 5992.4 340％ 4,521.4 28.7％ 

措 又入 30.6 0.2％ 1５．０ 0.1％ ￣ ￣ 

雪費】叉入 99.3 0.6％ 109.3 0.6％ ￣ ￣ 

その他 356.1 2.3％ 532.5 3.0％ 1,196.9 7.6％ 
ムロ曇
ロロ

● 

15593.7 100.0％ 17648.7 100.0％ 15,778.2 １０００％ 

人件費支 士！ 9214 65.4％ 10171.8 64.8％ 8１８５ 53.9％ 

事務費支
■ 

■ 

■ 

■ 1070.5 7.6％ 1１５１．９ 7.3％ 692.4 4.6％ 

事； 業費支 ■ ■ 2683.3 19.0％ 3035.2 19.3％ 4175.2 27.5％ 

１口■■口 9事業’等支 □ ４４ 136.8 1.0％ 140.8 0.9％ ￣ ￣ 

共同募金酒B分金事業費 228.8 1.6％ 356.4 2.3％ ■■■■ ￣ 

分！且金支 ■ ■ 1６．８ 0.1％ 1６．３ 0.1％ ￣ ￣ 

】成金支上 ＪＪ 46Ｍ 3.3％ 431.3 2.7％ 315.2 2.1％ 

負； 旦金支
■ 

■ １Ｊ 64.5 0.5％ 83.0 0.5％ 83.1 ０５％ 

その{也 207.5 1.5％ 315.9 2.0％ 1736.2 11.4％ 

合言
■ 14089 100.0％ 15702.6 100.0％ 15187.1 100.0％ 
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して明確に位置づける必要があると考える。

組織体制では、法人社協は民間団体として主体的な

経営判断を行い地域に開かれた組織体制を確立し、公

共性と民間性を備えた地域福祉を進める組織づくりを

目指している。そのためには、地域住民の参画は基よ

り、的確な経営判断と経営責任を負える役員体制を確

立する必要がある。調査では、理事の役割分担や委員

会及び部会の実施状況、組織運営上の諸規程の整備状

況から考えると体制的には弱い面があり、事業に係る

意思決定や事業執行について責任を負う理事会のあり

方や役員体制の活性化をはじめ、地域住民の参画・理

解が得られる組織体制を構築していく必要があると考

える。

地域福祉活動計画（以下「活動計画」という｡）は、

本来、その地域の将来像を地域住民とともに策定して

いくために必要なツールであるが、地域に根ざした活

動を第一に掲げている社協であっても、それが長期ビ

ジョン（展望）として計画に表すという社協は少ない

と考える。また、活動計画を策定するために必要な地

域住民のニーズの把握を定期的に実施しているは約１

割（高齢者実態調査）という状況で、殆どは民生委員

や町内会長、町内の役員等からの情報に頼っているの

ではないかと推測できる。あるいは、そのニーズ調査

も調査の手法が分からず、必要性は感じていても実施

できない状況にあると考える。このことは、今後、活

動計画の策定を推進していく上では検討していかなけ

ればならない課題であるといえる。

財源では、会費、寄付金、共同募金配分金、基金財

源等の「民間財源｣、補助金、委託金（受託金）等の

「公費財源｣、介護収入等の「事業収入」を財源として

運営していることが分かる。特に、事業への委託金

（受託金）・補助金を抑えて経常経費を出す仕組みに

なっている場合もあることから、社協財政の特徴（会

費等の自主財源が少なく、委託金・補助金が多い）を

踏まえながら、収支全体を見渡して整理していくこと

が必要であると考える。

財務運営では、介護保険関連事業の介護保険収入が

増えてはいるものの、継続的に適切な事業を展開して

いくためには、社協の事業評価やコストを把握し、そ

の上に立って中長期的な財政計画の策定や公費確保の

ルール化、会費等の自主財源の見直しなど安定的な財

務運営を検討していくことが必要であると考える。

表１０宮城県内市町村者協の実態

会長の出身団体（上位４団体）

理事の出身団体（上位５団体）

評議員の出身団体（上位５団体）

理事の出身団体（下位５団体）

評議員の出身団体（下位５団体）

監事の出身団体（上位５団体）

近年、福祉サービスの供給主体の多様化やＮＰＯ法

人等の市民活動団体の登場を背景に、社会福祉法にお

いてもそれらの社協参加が明記されていることから、

多様な介護・福祉サービスを提供する民間企業や生協、

ＮＰＯ法人等、保健・医療、教育、労働等を構成員と

３．社協改革を推進していく上での課題

(1)社協の使命と経営理念とは

社会福祉基礎構造改革による社会福祉の理念とは、

「個人が人としての尊厳を持ち、家庭や地域の中で、

－２４１－ 

学識経験者 66.6％ 

地区社協 5.6 

経済・労働等関連団体 5.6 

保険・医療等団体 5.6 

学識経験者 20.3％ 

町内会・自治会 12.0 

民生委員・児童委員 10.9 

地区社協 8.8 

社福法人以外の福祉事業経営者 6.1 

町内会・自治会 33.9％ 

民生委員・児童委員 15.1 

地区社協 9.5 

その他の行政職員 7.7 

学識経験者 6.0 

ＮＰＯ（特定非営利法人） 0.4％ 

協同組合（農協・生協等） 0.6 

教育関係団体 0.8 

保健・医療等団体 1．２ 

経済・労働等関連団体 Ｌ９ 

その他の行政職員 0.3％ 

教育関係団体 0.4 

ＮＰＯ（特定非営利法人） 0.6 

協同組合（農協・生協等） 0.7 

保健・医療等団体 0.8 

企業等の経理事務経験者 62.5％ 

行政関係者 22.7 

税理士 4.5 

地域福祉関係者 3.4 

その他 3.4 
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その人の能力に応じ自立した日常生活が送れるよう支

援する」というもので、そのためには、地域住民、社

会福祉事業を経営する者及び社会福祉活動を行う者が

相互に協力し、地域住民に対し、社会、経済、文化等

の分野の活動に参加できるよう地域福祉の推進に努め

ることとされている。このことは、社会福祉法第４条

の「地域福祉の推進」を社会福祉の基本理念とし、福

祉サービスを必要とする地域住民に対し差別や格差の

ない地域づくり、社会参加、ノーマライゼーションの

理念に基づく福祉を基盤にしたまちづくりを市区町村

社協の使命として実践していくことが求められている

といえる。

全国社協の「市区町村社協経営指針」’）（以下「経

営指針」という。平成17年３月改訂）では、市町村社

協の使命は、地域福祉を推進する中核的な団体として、

誰もが安心して暮らすことができる福祉のまちづくり

を推進することであり、この使命を達するために次の

経営理念に基づき事業を展開する。

①住民参加・協働による福祉社会の実現

②地域における利用者本位の福祉サービスの実現

③地域に根ざした総合的な支援体制の実現

④地域の福祉ニーズに基づく先駆的な取り組みへの

たゆみない挑戦

住民参加・協働による福祉社会の実現とは、社会福

祉法第４条の地域福祉推進の主体者として社会福祉施

設や民生委員・児童委員と共に、地域住民の立場に立

ち地域の福祉課題を共有しながら住民の福祉課題解決

に向けた援助や支援活動を積極的に行うことが求めら

れる。また、地方分権化の中でＮＰＯ法人等による住

民参加・協働の新しい公共づくりの取り組みが広がっ

ていることから、こうした団体が福祉のまちづくりに

向けた参加促進していく活動が求められている。

利用者本位の福祉サービスや総合的な支援体制の確

立とは、地域社会の一員としての尊厳を持った生活へ

の支援や様々な公私の福祉サービス･活動(インフォー

マルなサービスを含む）と、保健・医療・住宅等の生

活関連分野との連携を展開しながら身近な地域での総

合的かつ効果的な支援体制を整備することである。そ

のためには、質の高い福祉サービスと地域住民に密着

したところでの福祉の総合化が必要ではないだろうか。

先駆的事業へのたゆみない挑戦とは、市区町村社協

はこれまで福祉ニーズに基づいたホームヘルプサービ

スや毎日型の食事サービス、ふれあいいきいきサロン

等の先駆的な実践プログラムを開発してきた。こうし

た実践は住民の日常的な活動を通しての福祉課題の把

握だけでなく、地域社会全体の課題として提起し、多

様な事業展開に結びついていくと考える。

経営指針では、そのための組織運営として、①運営

の透明'性と中立性、公正さの確保を図るとともに情報

公開や説明責任を果たす。②事業の展開では住民参加

を徹底し、③事業の効果測定や事業評価の実施､効果・

効率的な経営を行うとともに、④全ての役職員に対し

高潔な倫理の保持と法令を遵守することとしている。

それには、地域の実’盾に応じて、①法人運営部門、

②地域福祉活動推進部門、③福祉サービス利用支援部

門、④在宅福祉サービス部門の事業体制を確立し、そ

の中でも地域福祉活動推進部門を中心に各部門に相応

しい事業と財源、人材、施設・設備を確保しながら、

各部門間の相互連携をはかるとしている（各部門間の

事業内容は2）資料－１を参照)。

「使命」という表現3）は、それに基づいて現実に動

けるものでなければならない。そうでなければ、単な

るよき意図の表明に終わってしまう。使命の表現は、

社協が現実に何をしようとしているのかに焦点を絞っ

たものでなければならず、その組織に関わる一人一人

が、目標を達成するために自分達が貢献すべきことは

これだ、といえるようなものでなければならないと考

える。

社協の経営組織を考えるとき、経営組織4）とは、経

営目的を達成するために社協の構成員たちが十分に

意思疎通を図り、相互に影響しあいながら努力を貢献

していく協働の体系であり、そのためには､①業務(仕

事）の明確化を図り、②業務に伴う権限と責任を明確

化し、③業務分担、④業務相互間の諸関係の調整、

⑤意思疎通（コミュニケーション）を図りながら、⑥

全体の調和を図っていくことが重要であると考える。

市町村社協は、社会福祉を目的とする事業を経営す

る者と社会福祉に関する活動を行う者が参加する、公

益性の高い非営利・民間の福祉団体であることから、

そのための組織特'性に基づいた組織運営が求められて

いる。そのためには、地域に開かれた組織として、組

織運営の透明性と中立性、公正さの確立を図るととも

に、事業・財務等の情報公開や説明責任を果たしてい

くことが必要である。また、住民ニーズに基づき、住

民が主体的に関われるよう常にニーズの把握ができる

仕組みづくりや、住民参加を重視した事業展開を行う

とともに、経営について責任ある組織的な判断を可能

とするために、事業の効果測定や事業評価による既存

事業の見直しと事務の効率化を図ることが必要である

と考える。

さらに、全ての社協の役職員は、曰頃から高い倫理

意識をもって法令等を遵守するとともに、会費や補助

金等の取り扱いや事業における事故等に対するリスク

管理体制を確立していかなければならないと考える。

－２４２－ 
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(2)財源及び財務運営

市町村社協の主な財源は、第２章の考察でも述べて

いるが、①会費、共同募金配分金、寄付金、②市町村

行政からの補助金、委託金（受託金)、指定管理料、

③介護保険事業等の給付費・利用者負担等の収入で構

成されており、会費・寄付金収入が減少傾向にある社

協も増加している。財源の大半を市町村行政からの補

助金等に依存してきた実態があり、市町村自体の財政

難により必要な財源の確保が困難になる傾向にあるこ

とから、合併に向けての展開により一層の拍車がかか

ることも考えられる。

介護保険事業を実施している社協は、介護保険事業

の事業者として一定の収益を得ているが、介護報酬水

準の低下や市町村からの補助金の削減等が課題になっ

ている。

また、社会福祉法人としての性格上、適法な範囲で

の資金の確保が制限されていることから、自由な財源

確保が困難となっており、社協自体も資金源を確保す

る方法等について努力や検討を行ってはいるが、良い

手段を見いだせなかったという実態がある。新会計基

準が導入されているものの、行政に準じた「予算消化

型」財務から脱却できず、長期展望に立った財政計画

や経営戦略に乏しく、本質的な経営・財務管理が不十

分であったと考える。そのためには、組織・事業運営

に必要な資金量を適正に掌握し、それを主体的に確保

できる状況にもっていくことが必要である。

前述の経営指針を踏まえると、市町村社協の各部門

事業に係る財源構成5）は次のようになると考える。

表１１各部門に関する財源構成

・法人運営部門は、各部門を支えるもので公費、民

間財源、事業収入で構成するのが基本である。但

し、現状では、各事業への委託金・補助金への依

存を抑制して、法人運営部門に経常経費補助を出

す仕組みになっている場合もあることから、社協

の収支全体を見ながら整理していく必要がある。

・地域福祉活動推進部門は公費が基本であるが、地

域福祉活動そのものは住民自身の活動であること

から・共同募金や自主財源（主に会費）により実

施する。また、福祉サービス利用支援部門も公費

が基本と考えるが、先駆的な事業については財団

法人等の民間財源も必要ではないかと考える。

・介護保険・支援費制度の在宅福祉サービス部門は、

事業収入が基本であるが、過疎地等の社協の場合、

採算等が合わない地域もあることから公費補助も

必要ではないかと考える。

・上記の制度以外の在宅福祉サービス部門は、公費

委託で行われる場合も多いことから、社協独自で

実施する先駆的事業は民間財源を充てる。

社協事業の展開は、経常利益の追求が目的ではなく、

支援を必要とする人への事業提供や住民に必要な先駆

的事業の実施等の有効活用の可能性を探ることである。

事業の性質等によっては適切な財源は異なることから

それぞれの財源の確保や財務運営を適切に行うととも

に補助金充当の事業等については費用効果を念頭に

置きながらサービスの充足度が低下しないよう配慮し、

事業の継続・規模の変更等を検討していかなければな

らないと考える。

さらに、各社協の経営規模･管内人口、世帯数により、

基金・自主財源（会費等）の確保と運用を図るととも

に自治体・住民との合意形成を得て、その使途を明

らかにしなければならない。

そのためには、社会福祉会計基準や社協経理規程に

添って出納業務に関する経理処理・財務諸表の作成及

び内部牽制等の仕組みを確立させることが必要である。

特に財務諸表は、概要について広報紙等への掲載や

ホームページの設置、あるいは、市町村議会と同様に

委員会の傾聴など、社協業務に関する情報公開が可能

となるよう諸規程等の整備を図っていくことが求めら

れているといえる。

厩 (3)社協組織の要となる人材の育成

これまでの社協は、介護保険制度施行以前の社会福

祉事業の考え方や社会福祉事業参入への競争相手が少

なかったことから、経営や人材への視点が余りなくて

も事業運営ができたという経緯や、社協の体質上、行

政の下請けが強く、全般的に長期展望に立った人材青

243 

部門 事業の性格
民間

財源
公費

事業

収入

法人運営部門
各部門を

支える
○ ○ ○ 

地域福祉推進部門
公益`性が高い。

同時に民間性が
強い。

△ ○ 

福祉サービス利用

支援部門

公益性が

高い
△ ○ 

在宅福祉サービス部門

(介護保険・支援費制度）

在宅福祉サービス部門

(介護保険・支援費制度
以外）

介護保険事業.

支援費事業等事
業収入で行う事
業。自治体から

の委託・補助で

行うその他公的

サービス。先駆

者的事業、独自

事業（｢横だし」
等）に分かれる。

△ 

※ 

(過疎
地等）

○ 

○ 
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成を重要視してこなかった傾向がある。

適正な職員配置や人事異動等については、社協の特

徴として小規模な事務所の社協も多く、その中で長年

人事異動がなく、－人の職員が同じ事業や担当を持ち

続けることも少なくない。そのため、日常業務では職

員の独自の裁量で行える傾向があり、担当職員に過剰

な負担や不正につながる可能性もあると考える。

一方で市町村合併により、規模が大きくなった社協

もあり、合併後の人材育成や人事異動、事務処理ルー

ルの整備等の課題が生起している。計画的な職員の育

成と養成をするには、適切な人事労務管理を実施しな

ければならない。具体的には、長期的な展望に立脚し

た求められる職員像を検討していくことが必要である。

市区町村社協は、事務局長、福祉活動専門員の他、

事業を推進する上で必要な専任の職員体制を確立する

とともに、地域福祉に関わる専門性と熱意をもった職

員を確保できるよう処遇等の条件整備を図ることが重

要である。

職員の配置状況は全国社協の調査結果からも明らか

なように、経営事業職員（ホームヘルパー、デイサー

ビス等在宅サービス事業等)が一般事業職員(事務局長、

福祉活動専門員、地域福祉活動コーディネーター等）

の４倍と多く、合計職員数では2000年の調査と比較す

ると1.25倍と増加している。

宮城県内市町村社協職員の資格取得状況は、全国社

協の調査と同様に、ホームヘルパー２級が40.0％と最

も多く、次いで介護福祉士が16.4％、社会福祉主事が

11.4％、介護支援専門員が10.7％となっている。

表１２社協職員の資格取得状況（総括）

職員配置及び処遇等の条件整備については、「経営

指針」の各部門別職員でみると、宮城県内の場合は、

部門別職員数の合計は2,803人、１市町村社協当たり

77.9人、在宅福祉を除く部門別職員数は640人で、１市

町村社協当たり平均で17.7人となっている。在宅福祉

部門職員は2,163人、１市町村社協当たり60.1人とい

う状況である。各市町村人口(平成19年４月１日現在）

と職員数を比較した場合、１人の職員が関わる平均人

口は3,774.9人で、富谷町の場合44,161人の人口に対

し部門別職員数が４人であることから、その負担は非

常に大きいといえる。－番最少の人口になるのは七ヶ

宿町で362.6人である。

さらに、社協の収入の計に占める人件費の割合では、

一番多いのは七ヶ宿町（総人口：1,813人、高齢化率：

43.41％）の73.9％、社協合併をした栗原市（総人口：

80,526人、高齢化率:30.74％）が71.5％、登米市（総

人口：89,439人、高齢化率：27.42％）が45.4％、仙台

市の場合（総人口：1,001,387人、高齢化率：16.95％）

は68.8％で、最低は富谷町（高齢化率：１Ｌ５０％）の

24.9％という状況である。総人口が下から２番目の大

衡村（総人口：5,677人、高齢化率：22.74％）の場合

は、６２．０％で部門別職員数（在宅福祉を除く）が５人

であることから、人口や高齢化率の状況で考えても富

谷町の収入の計に占める人件費の割合は低く、職員配

置を考える上では大きな課題といえる。

同様に山形県内（平成16年４月１日現在の人口）で

みると、米沢市（総人口:92,214人、高齢化率:23.2％）

が73.8％、山形市（総人口：254,507人、高齢化率：

21.3％）が59.8％、宮城県富谷町とほぼ同じ人口の寒

河江市(総人口:44,144人、高齢化率:２４０％）が42.3％、

朝日村（総人口：5,695人、高齢化率：３０．２％、職員数

は平成14年度で正規職３.臨職１）が64.5％であるこ

とから、如何に富谷町の人件費の比率が低いかが伺え

ると考える。

また、社協職員の資質については、職員はそれぞれ

の事業に必要な専門,性をもった職員を配置する必要が

あるが、特に地域福祉推進の中核的団体の職員として

人材の育成を図っていくことが必要である。そこで社

協職員には以下のような基本的態度で業務を遂行して

いくことが大切である。

８５人

１０７ 

２７９ 

①福祉サービス利用者に対する尊厳の尊重（人権

感覚、守秘義務）

②地域住民や行政との協働との推進（パートナ

ーシップ）

③地域住民の主体性を引き出す（エンパワーメン

卜）

１２８３ ４０．０ 

３２１１ 100.0 

－２４４－ 

社会福祉士 85人 2.6％ 

介護福祉士 526 16.4 

精神保健福祉士 1０ 0.3 

介護支援専門員 344 1０．７ 

社会福祉主事 366 11.4 

保健師 ９ 0.3 

看護師 279 8.7 

保育士 7０ 2.2 

ヘルパー１級 2０１ 6.2 

ヘルパー２級 1．２８３ 40.0 

管理栄養士 1３ 0.4 

栄養士 2５ 0.8 

合計 3．２１１ 100.0 
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表１４山形県内市町村社協の財政状況（単位：千円％）

<収入の部〉
④自らの業務についての説明責任を持つ（説明責

任、情報公開）

⑤地域の社会資源や地域ニーズの把握と施策の理

解（地域に根ざした活動の展開）

⑥地域住民や支援を必要とする人と地域のつなが

りをつくる視点（ネットワーキング）

⑦事業の効率性・評価に対する意識づけ（コスト

意識）

そのためには、社協活動の基礎知識の研鎖は勿論、

法務、税務、経理、人事、労務管理等に関する基礎的

な知識習得のための職場研修、派遣研修、資格取得研

修、全職員に共通の基本研修、各階層ごとの能力習得

のための研修等、職場研修体制を確立していくことが

6）必要である。また、人材をより活』性化するために、

職員の希望業務や専門性・資質等を踏まえながら人事

管理体制を強化していくことが必要であると考える。

特に、在宅福祉サービス部門の職員の場合、非常勤職

員中心の職員構成になっている場合が多く、社協職員

としてのモラルの維持等を含む人事管理体制を強化し

ていかなければならないと考える。

さらに専任職員の採用については、都道府県社協

と共同で公募採用を実施するとともに、終身雇用的な

常勤職員だけでなく、地域福祉活動の策定に関わるプ

ロジェクト職員など、年限を限定して専門性の高い職

務にあたる職員の採用等、多様な採用体系も併せて検

討していかなければならない課題であると考える。

<支出の部〉

(4)地域福祉活動計画策定に向けて一地域福祉計画との

関連から

これまで社協は、住民の福祉活動の推進や公民の社

会福祉関係者の連絡調整・協働により、地域の福祉課

題の把握及び明確化、問題解決のための計画の策定・

実施・評価という住民福祉活動の過程（手順）による

活動を実践するなど、地域福祉（活動）計画の策定を

社協の基本機能に位置付けてきた。こうした機能や取

り組みを踏まえ、地域の福祉を計画化する必要性から、

1984年に『地域福祉計画理論と方法」（全国社協）が刊

行され、市町村自治体と市区町村社協が協働して計画

づくりを進めてきたが、一部の地域を除いて自治体と

社協の協働による計画づくりは余り機能せず、実質的

には策定過程での連携が取れていないのが実態である。

1990年の社会福祉関係八法改正を契機に市町村を主

体とした福祉施策が展開される中で、老人保健福祉計

画が法定化されるなど、各自治体における福祉分野の

計画策定の取り組みが行われてきた。

－２４５－ 

①会費収入 272,619 3.6 

②寄附金収入 38,679 0.5 

③分担金収入 1０ 0.0 

④経常経費補助金等 939.344 12.5 

⑤助成金収入 2４，１３１ 0.3 

⑥委託費収入 Ｌ511,093 20.1 

⑦事業収入 80.421 1．１ 

⑧共同募金配分金収入 202.819 2.7 

⑨負担金収入 19,608 0.3 

⑩介護保険収入 3.454.466 46.0 

⑪支援費等利用料収入 348.615 4.6 

⑫運営費収入 200.243 2.7 

⑬貸付事業等収入 29,207 0.4 

⑭会計単位間操入金収入 173,763 2.3 

⑮その他 216,729 2.9 

合計 7,511,746 100.0 

①人件費支出 4.560.081 66.6 

②事務費支出 739.878 10.8 

③事業費支出 670,694 9.8 

④事業費支出（介護保険） 228,595 3.3 

⑤事業費支出（支援費） 21.795 0.3 

⑥貸付事業等支出 35.988 0.5 

⑦共同募金配分金事業 170.649 2.5 

⑧分担金支出 1，９６３ 0.0 

⑨助成金支出 87,638 Ｌ３ 

⑩負担金支出 29.950 0.5 

⑪会計単位間繰入金支出 146.205 2.1 

⑫その他の支出 159.428 2.3 

⑬予備費 8５ 0.0 

合計 6,852,949 100.0 
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市町村社会福祉協議会における経営戦略のための社協改革に関

表１６山形県内市

'1１ lＩＴｌ 
ｉ
 

表１５山形県

’ |iｌ Ｉ 河北IHI

山辺町

飯豊町

東根市

羽黒町

三川Illr

金LLllllT

寮河江市

中山IHT

貞宰川町

協活動基礎データ資料」より筆者が作成

2000年成立の社会福祉法では、法第４条に、地域福

祉の目的を「福祉サービスを必要とする地域住民が地

域社会を構成する一員として日常生活を営み｣、「社会、

経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加できるよ

うにすること」とし、そのためには、福祉サービスの

提供だけでなく、様々なサービスの組み合わせやイン

フォーマルな活動、福祉意識の向上、環境、制度整備

が必要であり、地域における「福祉の総合化」が大き

な目標となっている。「地域福祉計画」は、このような

地域福祉を具体化するものとして社会福祉法(法第107

条）に位置付けられている。

地域福祉計画は、公的サービス及び住民等による福

祉活動との連結による総合的なサービスを内容とし、

地域福祉活動計画は、住民等による福祉活動及び地域

福祉計画の実現を支援するための活動を内容としてい

る。このうち特に、住民等による福祉活動は地域福祉

活動計画に含み、当該福祉活動に対する住民等による

支援は地域福祉計画に記述される。つまり、地域福祉

－２４７－ 

ＮＯ 平成16年４月の人口

(単位：人）
１ 山形市 254,507 

２ 酒田市 99,569 

３ 鶴岡市 98,724 

４ 米沢市 92,214 

５ 天童市 63,301 

６ 東根市 45,802 

７ 寒河江市 44,144 

８ 新庄市 41,391 

９ 上山市 36,633 

10 南陽市 35,805 

1１ 長井市 31,399 

1２ 村山市 29,122 

1３ 高畠町 26,798 

1４ 尾花沢市 21,534 

1５ 河北町 21,437 

1６ 川西町 １９，３５２ 

1７ 余目町 18,272 

1８ 遊佐町 17,707 

１９ 白鷹町 17,026 

2０ 山辺町 １５，６５１ 

2１ 中山町 12,935 

2２ 藤島町 12,167 

2３ 最上町 11,287 

2４ 温海町 １０，４１２ 

2５ 真室川町 10,376 

2６ 大江町 10,180 

2７ 小国町 10,010 

2８ 羽黒町 9,682 

2９ 大石田町 9,281 

3０ 飯豊町 9,069 

3１ 朝日町 9,036 

3２ 櫛引町 8,467 

3３ 三)||町 7,825 

3４ 八幡町 7,311 

3５ 西川町 7,254 

3６ 平田町 7,240 

3７ 金山町 7,222 

3８ 立川町 6,818 

3９ 舟形町 6,808 

4０ 戸沢村 6,307 

4１ 鮭)11村 5,746 

4２ 朝日村 5,695 

4３ 松山町 5,505 

4４ 大蔵村 4,379 

平均 27,986 

高齢化率の順位

単位：人 65歳以上 高齢化率

西ﾉI|町 2,431 33.5％ 

朝日町 2,933 32.5 

温海町 3,328 32.0 

大江町 3,097 30.5 

飯豊町 2,755 30.4 

朝日村 1,722 30.2 

立川町 2,060 30.2 

小国町 3,011 30.1 

舟形町 2,018 30.0 

松山町 1,650 29.9 

尾花沢市 6,372 29.6 

真室川町 3,048 29.4 

大蔵村 1,281 29.3 

八幡町 2,142 29.3 

村山市 8,508 29.2 

遊佐町 5,129 29.0 

戸沢村 1,821 28.8 

白鷹町 4,910 28.8 

最上町 3,215 28.5 

川西町 5,513 28.5 

鮭ﾉ11村 1,634 28.4 

大石田町 2,626 28.3 

三川町 2,199 28.1 

平田町 2,072 28.0 

羽黒町 2,672 27.6 

上山市 9,975 27.2 

藤島町 3,321 27.0 

河北町 5,656 26.9 

櫛引町 2,275 26.9 

金山町 1,935 26.8 

長井市 8,339 26.6 

余目町 4,765 26.1 

南陽市 9,140 25.5 

山辺町 3,936 25.2 

高畠町 6,638 24.8 

中山町 3,177 24.5 

鶴岡市 24,112 24.4 

酒田市 24,145 24.3 

寒河江市 10,579 24.0 

米沢市 21,365 23.2 

新庄市 9,599 23.2 

東根市 １０，２１２ 22.0 

山形市 53,720 21.3 

天童市 13,260 20.9 

平均 24.7 

収入の計に占める人件費割合(人件費÷収入合計）
NＯ 単位：千円 人件費支出 収入の計 人件費比率

１ 米沢市 433,705 587,769 73.8 

２ 藤島町 32,697 45,820 71.4 

３ 大蔵村 9,407 13,334 70.5 

４ 尾花沢市 116,787 168,587 69.3 

５ 櫛引町 215,168 314,245 68.5 

６ 白鷹町 94,234 138,621 68.0 

７ 鶴岡市 866,366 1,314,396 65.9 

８ 小国町 69,046 105,488 65.5 

９ 朝日町 44,979 69,001 65.2 

1０ 朝日村 14,484 22,457 64.5 

1１ 遊佐町 86,971 136,149 63.9 

1２ 南陽市 143,390 226,794 63.2 

1３ 最上町 113,626 181,802 62.5 

1４ 新庄市 128,533 206,384 62.3 

1５ 高畠町 101,467 166,850 60.8 

1６ 川西町 55,428 91,850 60.3 

1７ 山形市 643,557 1,077,073 59.8 

1８ 大江町 44,966 75,497 59.6 

1９ 西川町 50,327 85,415 58.9 

2０ 舟形町 10,842 18,831 57.6 

2１ 酒田市 171,716 303,335 56.6 

2２ 村山市 90,650 161,081 56.3 

2３ 松山町 44,993 80,287 56.0 

2４ 長井市 85,956 154,011 55.8 

2５ 大石田町 10,867 19,525 55.7 

2６ 余目町 98,278 181,062 54.3 

2７ 温海町 60,566 111,841 54.2 

2８ 平田町 15,926 29,544 53.9 

2９ 上山市 92,658 172,418 53.7 

3０ 戸沢村 12,784 24,001 53.3 

3１ 天童市 １３１，９７２ 248,773 53.0 

3２ 河北町 71,510 135,288 52.9 

3３ 山辺町 21,772 41,763 5２１ 

3４ 飯豊町 141,714 283,669 50.0 

3５ 東根市 87,284 179,951 48.5 

3６ 羽黒町 18,848 40,243 46.8 

3７ 三)||町 １１，５６５ 25,801 4４８ 

3８ 金山町 11,302 25,730 43.9 

3９ 寒河江市 43,528 102,939 42.3 

4０ 立川町 19,198 46,501 41.3 

4１ 八幡町 16,908 48,323 35.0 

4２ 鮭川村 3,266 9,358 34.9 

4３ 中山町 9,424 28,488 33.1 

4４ 真室川町 １１，４１６ 10,921 －４．５ 

平均 60.7 
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これに対し、表-19は山形県内市町村社協の地域福

祉活動計画策定状況(平成19年４月１日現在)であるが、

第１次計画を策定済みは21社協(60.0％－支部を含む)、

策定中は1社協で、策定の予定有りは12社協（34.3％）

となっている。第２次計画では策定済み９社協

（25.7％)、策定予定有りは５社協（14.3％）である。

また、計画策定にあたり社会福祉に関する住民の意

識調査の実施では、定期的に実施している社協は約１

割（全国社協の実態調査結果から）に過ぎず、地域の

将来像を住民とともに策定していくということを考え

ると、計画策定の手法の見直しも含めて検討していか

なければならないと考える。なお、宮城県内市町村社

協については、実態を把握していないので、ここでは

述べないこととする。

地域福祉活動計画は、福祉ニーズに基づく福祉課題

計画は行政計画であり、地域福祉活動計画は民間の活

動・行動計画であることから、それぞれの計画の固有

性に考慮し、計画策定のプロセスや地域福祉推進の基

本理念等を共有しながら市町村自治体と社協（住民）

の責任で取りまとめていく必要がある（資料－２を参

照)。

表-17は、社会福祉法に規定された市町村地域福祉

計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定状況（平成

18年10月１日現在の状況調査結果）であるが、2006年

度中に地域福祉計画が策定されたのは、市区町村で

33.8％、都道府県では74.5％となっている。市町村の

40.4％、都道府県の14.9％は策定の予定が立っていな

いのが現状である（宮城県:策定済み22.2％、策定予定

なし47.2％、山形県:策定済み25.7％、策定予定なし

３４３％)。

表１７全国の市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画等の策定状況について

（平成18年10月１日現在の状況調査報告）

1.市町村地域福祉計画

2.都道府県地域福祉支援計画

表１８宮城・山形県内の市町村地域福計画の策定状況について（平成18年10月１日現在の状況調査報告）

－２４８－ 

平成18年９月

末までに策定が

終わっている

平成18年度以内に

策定が終わる予定

平成19年度以降に

策定予定

策定と策定予定の

合計
策定未定 計

市区 283 35.3％ 109 13.6％ 237 29.6％ 629 78.4％ 173 2Ｌ６％ 802 100％ 

町村 139 13.4％ 9２ 8.9％ 236 22.7％ 467 45.0％ 571 55.0％ ＬＯ３８ 100％ 

計 422 22.9％ 201 10.9％ 473 25.7％ 1.096 59.6％ 744 40.4％ 1,840 100％ 

平成18年９月

末までに策定が

終わっている

平成18年度以内に

策定が終わる予定

平成19年度以降に

策定予定

策定と策定予定の

合計
策定未定 計

3３ 70.2％ ２ 4.3％ ５ 10.6％ 4０ ８５．１％ ７ １４９％ 4７ 100％ 

平成18年９月

末までに策定が

終わっている

平成18年度以内に

策定が終わる予定

平成19年度以降に

策定予定

策定と策定予定の

合計
策定未定 計

宮城県計 ５ 13.9％ ３ 8.3％ 1１ 30.6％ 1９ 52.8％ 1７ 47.2％ 3６ 100％ 

市区 ２ 15.4％ ２ 15.4％ ５ 38.4％ ９ 69.2％ ４ 30.8％ 1３ 100％ 

町村 ３ 13.0％ １ 4.4％ ６ 26.1％ 1０ 43.5％ 1３ 56.5％ 2３ 100％ 

山形県計 ４ 11.4％ ５ １４３％ 1４ 40.0％ 2３ 65.7％ 1２ 34.3％ 3５ 100％ 

市区 １ 7.7％ ２ 15.4％ ８ ６１．５％ 1１ 84.6％ ２ 15.4％ 1３ 100％ 

町村 ３ 13.6％ ３ 13.6％ ６ 27.3％ 1２ 54.5％ 1０ 45.5％ 2２ 100％ 
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の解決をめざして、住民や民間団体の行う様々な解決

活動と必要な資源の造成・配分活動等を組織だって実

践することを目的として、体系的及び年度ごとにとり

まとめた取り決めである。具体的には、住民の福祉

ニーズを明らかにし、それを解決するための専門機

関・専門職、多様な福祉サービス・団体等の役割分担

や、住民の自発的な諸活動と社会参加活動、福祉のま

ちづくりに向けたソーシャルアクション機能までを含

むとされている。地域福祉活動計画策定の意義として

は、次の６点があげられる。

①「住民参加」等において市町村自治体と市区町村

社協が協働して策定する。

②地域福祉推進の圏域（基本的には市町村を単位と

して構想する）に着目し、きめ細かな住民参加や

福祉活動の推進体制を確保する。

③市町村合併後の地域福祉推進のあり方を住民参加

で検討する。

④自発的・民間性をもった多様な活動を尊重し、活

動相互の協働・認知（地区社協とＮＰＯ団体等）

を促進する。

⑤地域住民の福祉意識の醸成や態度の変容の動機づ

けを図る゜

⑥共同募金運動との連携や民間財源の活性化を図る゜

また地域福祉活動計画づくりは、市町村社協にとっ

て、①地域福祉推進役の公共的組織として公民の協働

の場を提供する。②コミュニティワークなど地域福祉

推進の専門性が提供できる。③諸団体・関係機関の調

整と評価指標の研究、④社協全体の課題として取り組

むことが必要であり、場合によっては地域福祉活動計

画づくりの場に課題提起を行うことも必要であると考

える。

そのためには、地域福祉活動計画の策定・実施につ

いては、単に策定委員会で検討し、社協の理事会及び

評議員会において承認を得れば良いというものではな

く、様々な諸団体・関係機関を調整し、地域のあらゆ

る関係者の参画による計画策定の推進母体を設置しな

がら、地域住民や地域の関係者が共有できる地域福祉

推進のための諸活動・事業の評価指標を検討し、徹底

した住民参加と福祉活動団体相互の協働によって計画

策定・実施・評価を展開していくことが重要であると

考える。

このことから、市町村地域福祉計画が法定化された

ことは、地域福祉計画の策定過程に住民の意見を反映

させるために必要な措置を講ずること＝｢住民参加」を

強調したことであり、その点では社協設立以来進めて

きた地域福祉（活動）計画の取り組みが認められ、住

民参加を基本に自治体の責任としての計画づくりが進

められることは大いに評価されるべきものと考える。

4゜まとめ

本稿では、全国社協の「社会福祉協議会実態調査」

及び宮城県・山形県内の市町村社協のデータ資料を基

に、市町村社協の組織・経営体制、財政状況からみる

財源及び財務運営、収入状況からみる職員の配置に関

する人件費の占める割合、地域福祉活動計画の策定状

況と地域福祉計画との関係について課題を上げ、考察

を行った。

しかし、職員配置及び処遇等の条件整備については、

社協の収入に占める人件費の割合からの分析だけでな

く、介護保険収入の比率や補助金・受託金への依存度

などの財政分析と、職員の業務等と関連づけながら考

察していくことによって、より明らかな現状が見えて

くるものと考える。これらの課題については、次回に

新たな調査等を行いながら研究考察をしていきたいと

考えている。

引用文献

1）全国社会福祉協議会地域福祉推進委員会「市区町

村社協経営指針」2003年３月作成／2005年３月改訂

Ｐ、４

２）前掲書「市町村社協経営指針」Ｐ､５～６

３）Ｐ.Ｆ，ドラツカー．上田敦生・田代正美訳「非営利

組織の経営」ダイヤモンド社1991.Ｐ,７

４）工藤達雄・坪井順一・奥村哲史著「現代の経営組

織論」学文社1996.Ｐ､６～７

５）同１）Ｐ､３４

６）宮城県社会福祉協議会･社協あり方検討委員会｢社

会福祉協議会あり方検討委員会報告書」2007.Ｐ､８

７）全国社会福祉協議会｢地域福祉活動計画策定指針」

2003．Ｐ、７～９

－２４９－ 
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表１９地域福祉活動計画策定状況①（H19.41現在）

合計 Ｕ 

※地域福祉活動計画（１次計画）が策定中・予定ありの場合で、現在の進捗状況について②予定なしの場合の理由について③その他

－２５０－ 

地域福ﾈＩ :活動計 １１次 ~凶ノブ属疋;､（２）。
市町村堵 ，Ｉ 策定済み 策定中 予定あり 予定なし 計画期間 名称 備 司彗垂
山形7 一Ｊ’ ○ 8～12年 地域福祉活動計画
米沢 「 一コ ０ 11～15年 米沢市地域福祉活動計画
鶴歴 』ｒ 一コ ○ 10～14年 ハートピア２１プラン
朝日センター ○ 9～13年 朝日村地域福祉活動計画
櫛引センター ０ 17～21年 櫛引町地域福祉活動計画

羽黒センター ○ 16～20年 はぐろハートﾎｯﾄプラン

(9)半成１７年に5市町村社協が合併し､新たな社協としてまち
づくりを進めているので､２次計画については､合併した社協
としての策定となる｡ただし､羽黒地区の計画策定が必要と思
われる場合は検討していく。

藤島センター ０ 検討中 検討中 ①市社協本部と協議し､合併後の地域福祉活動計画策定に
向け話し合いをしなければならない。

○ 未定 未定

酒田市 ○ ～16年 酒田市地域福祉活動計画

松山支部 ０ 10～14年 松山町地域福祉活動計画

平田支部 △ 
①新酒田市となり､新市の二次計画として策定済。

八幡支音’Ｉ ０ 17～21年 八幡町地域福祉活動計画 ③16年度計画策定済

＃ 斤庄 一Ｊ ０ 15～19年 新庄市地域福祉活動計画
身蟇河江 ’１ ○ 未定 未定

与一 ’７ ０ 19～23年 上山市地域福祉活動計画 平成１９年３月策定終了５月発行予定
木 Ｌ 」 二Ｊ ０ １５～２０笠 申■二 むらやま地域福祉活動計画

長井市 ０ 19～23年 検討中
①行政(福祉事務所)と共同で計画策定中｡民生委員へのァ
ンケートを実施｡現在アンケート後の対応､計画策定の具体的
取り組みを検討中。

天童市 ０ 9年デー 天童市地域福祉推進計画

東根市 ０ 17～２１年 東根市地域福祉活動計画 ①策定委員会設萱準備中

尾花沢市 ○ 未定 尾花沢市地域福祉活動計画 ①行政の地域福祉計画と協働して策定する予定ですので､現
在待機中。

南陽市 ０ 未定 未定
(2)ここ数年において､社協存続に係わる経営課題に取り組ん
でいるところであって､それらが解決あるいは見通しが立つま
で計画はできない状況。

中山町 ○ 検討中 検討中 ①合併破綻し､今後の計画について検討していく。

山辺町 ０ 12～16年 山辺町地域福祉活動計画

大江町 ○ 検討中 検討中

①平成17年に町の地域福祉計画に合わせて活動計画も策

定すべ〈準備していたが､町の総合計画には福祉について２
ページのみで､それに合わせて作れるようなものではなかつ
た｡１７．１８年度と取り組めず､その間社協役員等も変わって
いるため､再度委員会を立ち上げ､研修6計画の名称､計画
期間等についても検討していく｡準備期間は１９～２０年とする

朝日町 ０ 7～16年 朝日町地域福祉活動計画

西川町 ０ 8年～12年 西川町地域福祉活動計画

河北町 ○ 10～14年 河北町地域福祉活動計画

大石田町 ０ 未定 未定 ②体制的に当面は不可能である

舟形町 ０ 17～21年 舟形町地域福祉活動計画
①町社協の職員体制や関係行政機関の組織改編等があり、
財政問題･事業の見直し等で計画の見直しができない状況。

大蔵村 ○ 未定 未定

②社協組織の大小かかわらず､地域福祉向上のために策定

は必要であると考えるが､現実問題として諸般事情による社
協組織の弱体化に伴って､策定にいたるまでの事務局体制の
職員･事務量の確保等が非常に困難｡当初は､自治体におけ
る｢地域福祉計画｣の策定と併せて実施の予定があったが､自
治休においても現在未定状況。

Ｐ 
： 

J１ ロ１ ‘ 』恥一 ○ 未定 未定

鮭）Ｉ ●』 『ぬ’ ○ 未定 未定 ②現職員体制では困難であり､また財政的にも厳しい。

真室， ⅡＩ １J ○ 未定 未定

金 」 町 ０ 未定 未定 ①行政の福祉計画策定予定に同調

最上町 ○ 未定 検討中
①町健康福祉課にて昨年度､地域福祉計画を策定｡それをも
とに日本福祉大学からの協力を得ながら活動計画策定予定。

高畠町 ○ 15～19年 高畠町地域福祉活動計画

川西町 ０ 未定 未定 ①行政の計画と併合して策定するので待っている状態

白鷹町 ０ 未定 未定 ②町の地域福祉計画とﾀｲｱｯﾌﾟした形で進めていく。

飯豊町 ０ 未定 未定

②町行政と連携運動しながら策定すべきものと考えておりま
すが､現段階では具体的計画が行政には無く､社協でも策定
予定していない｡また､町では行財政改革に取り組み中であ
り､現職員体制では目処も立っていない状況。

小国町 ○ 検討中 検討中
①町の地域福祉計画と整合性を持って策定するぺきか､行政
計画に組み込まれるべきか検討。

三ｊｌ 町 ０ 13～17年 三川町地域福祉活動計画

FＦｌ メ ０ 未定 未定

立 ○ 未定 未定

遊 注 HＴ ０ 検討中 遊佐町地域福祉活動計画

合 計 2１ １ 1２ 1０ 
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表１９地域福祉活動計画策定状況②（H19.4.1現在）

8９ 

市町村名策定済み策定中予定あり予定なし計画期間

形市 １８～22年第二次地域福祉活動計画

１６～20年

１７～21年

』
岐
畉
版
庄
航
山

！ 
酒田市地域福祉活動計画

２１～25年

長井市

未定

検討中

第２期西111町地域福祉,舌動計画

検討中

大石田町

舟形町

大蔵村

戸沢村

鮭川村

検討中

庄内町 ■■■■■■H■■■ 
立)11町■■■■■■■■■
遊佐町

※地域福祉活動計画（１次計画）が策定中・予定ありの場合で、現在の進捗状況について②予定なしの場合の理由について
※網部分は１次計画策定中、計画期間中、もしくは策定していない。

－２５１ 

地域福祉活動計画策定（２次計画）策定状況

市町村名 策定済み 策定中 予定あり 予定なし 計画期間 名称 備 考※

山形市 ○ 18～22年 第二次地域福祉活動計画

米沢市 ○ 16～20年 米沢市地域福祉活動計画
①第３期（21～25年）の策定につい
ては、１９年11月より取り組む予定。

鶴岡市 ○ 17～21年 ハートピアプラン2005
①合併後の計画について策定しなければ
ならないが、まだ具体的になっていない。

朝日ｾﾝﾀｰ ○ 14～18年 第２次朝日村地域福祉活動計画
①第３次は、朝日地域のみの活動計画策定は予
定なし。市社協の活動計画策定は、事務調整の
課題の１つであるが、いづれにしてもまだ未定。

櫛引ｾﾝﾀｰ

羽黒ｾﾝﾀｰ

藤島ｾﾝﾀｰ

温海ｾﾝﾀ、幻

ハＩ.｢Ｉ -．f--,.ｹﾞ17…,14.-,､ 

酒田市 ○ 18～22年 酒田市地域福祉活動計画

松山支部 ○ 〃 〃

平田支部 ○ 〃 〃

八幡支部 ○ 〃 〃

新庄市 ○ 未定 未定 ②財務５ケ年計画を策定（平成19年度）

11.|寒河江市

i圭/J1山市
）-.：第ﾎﾞｰ＃』｡~：,．_:Ｗ,〈 ~･i1-q'.P'1 

11くルー`ｗｊ・-.-$1,-j,いちＩｌＪ； ＬｗｔＬＬ－－－母気息鍾蕊z:ｉ１Ａｆ簿｡{ｉｆﾐﾆしＩふく卜･…
４Ａ‐￣￣…．．『ず'---、冠.;.-’'-.

村山市 ○ 21～25年 未定
①19年度に事務準備を進め、２０年度
に策定委員会を組織化予定。

長井市

天童市 ○ 未定 未定
①現在は地域組織化に重点的に取り組んでい
る。計画づくりは行政計画とリンクして行う。

東 根Ⅷ/市

J尾花沢市

南:陽市

中山町

山辺町 ○ 

大川江町

朝日町 ○ 検討中 検討中

西川町 ○ 14～18年 第２期西111町地域福祉活動計画 ③第３期について検討中
河北町 ○ 検討中 検討中

大石田町

舟形町

大"蔵/村 _、_ﾛＩやｈ

..◇七・。_!トド,---,-.七一写ｉ

,、－－．．ｈ

}｢?』洞);筋 H,〕村 、IPI?￣｡ …ざユF1;卍唖;芋);）M蕊:鱒窪…;;……ぃト
ー■-●-,1--

.’．：-.ｶｰ:.｣&-～..-..｡‐･ヒト-,....=Ｚ[‘ﾆｺﾞ:F---.,--ﾖﾄ･#2..、:..?･･･A--T.[.}．.、

鮭｣川村
七▲PdIⅡママ一一一一.－．，－｡■｡－－ｄＰ｡▲

、P■、■

真室川町

金山町

最上町

高畠町 ○ 20～24年 検討中 ①現在未着手。今年度中に策定予定。
Ｊ１恥l西J町！ 、－｡、.ｒｄ－ｄｒ、II

P｡PII-IPII､bb 
16＞ 

;'ﾁﾞｺﾛﾐ 

＞↑-;‐’@ 

と,,)｡｡,－－１１Ⅱ

’１$,－．．．J.…・’瀬,.~:；I罫:.]．：,‘

ＴｉＡ５:…r－"い；卜::；難:溌鰯ii黙１１:ji灯
.、ﾎﾟｭ…手十一沌冨白日溌懸鑓笈Iｍ－ｄ－ｄＬＰ． ．；．． 

-P口佇●'11.｡Ⅱ-

圃Ｉ鷹j町
ＰＬＨｆ`ﾛｰ;ﾒｴｰ.･ﾐｰﾅ 

‘６A‐'． 

-､.'＿=---1（声、'パ,l･ハィ.-ず

Ａ・・、し`．……-.4：.
-ｿ'Ｉ･･･,､》,｡÷-.-,--ｬ.衿1-.,-.-.,_も｡,qP

-や-マヶーLザD､､~

飯豊、町

小?国町

三）|｜町 ○ 検討中 地域福祉活動計画２次計画

①当初の計画では18年度に作成予定であったが、
18年度町が合併問題で大きくゆれ方向転換し、
三111町としてのまちづくりをすることになった。
18年度作成は中止。１９年度に新たにアンケート
調査（新たなまちづくり調査）の実施策定委
員会を開催し、４年間の計画策定していく予定。

庄内町

立Ⅱ１町

１１J佐〆(町
ｷｰｰﾏ 

･’-.,4・卍

，．…＞･ﾄ蕊:鵺:'Ｉ 。￣､.~。:『､-.---.Ｆ1.-⑪全

合計 ９ ０ ５ ３ 
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資料１

【全国社協「市区町村社協経営指針」】

･市区町村社協の事業展開のための各部門の事業内容
◆法人運営部門

適切な法人運営や事業経営を行いながら、総合的な企画・各部門間の調整等を行う社協事業
全体の管理（マネジメント）業務にあたる。
〔具体的な事業〕

①理事会等の運営

②財務管理

③職員の人事管理等

④発展・強化計画の策定等、将来ビジョンの検討など
◆地域福祉活動推進部門

住民参加や協働による福祉活動の支援、福祉のまちづくりや福祉コミュニティづくり等を展
開する。

〔具体的な事業〕

①福祉課題の把握、地域福祉計画への参画、地域福祉活動計画の策定、提言・改善運動
②住民、当事者及び福祉事業関係者の連絡調整
③地区社協活動の推進・支援

④ボランティア活動や市民活動の推進・支援

⑤小地域ネットワーク活動、ふれあい.いきいきサロン等の推進・支援
⑥住民参加型在宅福祉サービスの推進・支援
⑦その他住民福祉活動の推進・支援

⑧福祉教育・啓発活動

⑨地域福祉財源の造成、助成事業

⑩当事者組織・団体、社会福祉関係団体等への支援
⑪共同募金・歳末たすけあい運動への協力など

◆福祉サービス利用支援部門

福祉サービス利用者等のサービス利用の援助や地域での生活支援に向けた相談・支援活動、
情報提供・連絡調整を行う。

〔具体的な事業〕

①地域総合相談・生活支援事業

②地域福祉権利擁護事業

③生活福祉資金貸付事業

④在宅介護支援センター事業

⑤障害者生活支援センター事業

⑥社会福祉事業者等の研修・教育事業など

◆在宅福祉サービス部門

介護サービス等の多様な在宅福祉サービスを提供する部門である。

〔具体的な事業〕

①ホームヘルプサーピス事業

②デイサービス事業

③居宅介護支援事業
④食事サービス事業

⑤外出支援事業など
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作成主体 地域福祉推進会議など（社協が事務局を担うという考え方）
」

|生格 民間が協働して取り組む地域福祉推進のための行動計画

理念
○地域住民やあらゆる福祉活動・福祉サービスを展開する団体・機関との主体的参
加と協働の推進

○生活に密着した、地域での自立支援に向けた総合的な支援の展開など

内容

福祉サービ

スの充実

○生活に密着した地域で、生活課題に応じた福祉サービスが総合的に展開されるよ

● 

● 

● 

● 

■ 

７ 、 フォーマル．

かにする
インフォーマルを問わず連携や協働の取り組みやルールを明ら

施策に基づくサービスの展開（地域密着型の委託事業・補助事業の実施）
施策化されたもの以外の独自のサービス

既存施設の多機能化

総合的な相談体制やケアマネジメント体制などの構築など

福祉サービ

スの理解づ

くりや利用

者の支援

○地域住民の立場から地域の福祉サービスを学習したり、その利用者を支援する取

● 

● 

● 

り組みや意識づけを図る取り組み。

小地域単位での福祉マップづくりなど、住民の立場から地域の社会資源を把握する。
福祉サービス利用の方法や内容などについての自発的な学習
住民相互のサポートシステム（小地域ネットワーク、ニーズ発見システム、コン
タクトパーソンなど）など

福祉サービ

スの開発

○地域の福祉課題に即応した多様な福祉サービスや活動を、住民参加・協働で開発

● 

● 

する取り組み。

地域住民や多様な団体が、地域のニーズに応じたサービスの開発する協働や連携
の仕組みづくり（プラットホーム方式）

共同募金運動の活性化等民間財源の開発など
福祉サービ

スの質
○住民や利用者の参加による福祉サービスや福祉施策を評価する取り組み

● 住民参加による第三者評価など

住民参加

○住民参加や協働をすすめるための基盤づくり
● 

● 

● 

ボランティア・市民活動センタ ￣ 

、 福祉のまちづくりセンターなど住民参加の地
域福祉の推進を図るための支援機関の運営

地域に密着した地域での拠点などの運営

多様な市民参加のプログラムづくり

その他
○地域の実情に応じた取り組み

○社会福祉協議会への期待・役割など



9２ 
角田芳伸

ＳＵＭＭＡＲＹ 

ＹｏｓｈｉｎｏｂｕＫＡＫＵＤＡ： 

Ｐ｢ｏｂｌｅｍｏｆｑｂｏｕ↑Refo｢ｍｏｆＳｏｃｉｏｌＷｅｌｆｏｒｅＣｏｕｎｃｉｌｆｏｒＭｏｎｏｇｅｍｅｎｆ 

Ｓ↑ro↑ｅｇｙｉｎＴｏｗｎｓｑｎｄＶｉｌｌｑｇｅｓＳｏｃｉｑｌＷｅｌｆｑｒｅｑｎｄＶｉｅｗ－１ 

－Ｖｉｅｗｏｆｆ｢ｏｍｏｎＣｏｎｄｉ↑ｉｏｎｓｏｆＴｏｗｎｓｑｎｄＶｉｌｌｑｇｅｓＳｏｃｉｑｌＷｅlfqreCouncil-

ｌｎｔｈｉｓｔｅｘｔ,thefbllowingproblemwasconsideredabouttheproblemoftheconcerningrefbrmofsocialwelfare 

councilfbrthemanagementstrategyinthecities,towns,andvillagessocialwelfare,andtheviewbasedontheresult 

surveyonconditionsofNationalSocialWelfareCouncil． 

(1)Missionofsocialwelfarecouncilandwhatismanagementphnosophy 

(2)Sourceofrevenueandfinancialmanagement 

(3)nainingofablepersonfbrmainofOrganization 

(4)Ibwardstodecisioncommunitywelfblreactivityplanning-fromtherelationofcommunitywelfareplanmng 

Asaresult,itisnecessarytomakethesystemwhichtheinhabitantstakepartinthemeetingandtakeanaccurate 

judgementandresponsibilityfbrsocialwelfaremanagement・

Also,anincomeofnursingcareinsuranceinsourceofrevenueisincreasing,but,fbrdevelopmentproperbusiness 

withcontmualyisbusmessassessmentｏｆｓｏｃｉalwelfarecouncnandcontrolofcost,moreoversettleonthefInancial 

planfbrmiddlelong-termandsuchasrulisefbrsecureofpublicmoneyjsitcanbesaiditisnecessarytoexamine 

infinancialmanagementfbrstable、

Moreover，reasonableplacementofstaffandaboutpercentagepersonnelexpenseｓｏｃｃｕｐｙｉｎｃｏｍｅｉｓｏｕｇｈｔｔｏ 

ｅｘａｍｉｎｅｔhisarrangejusticeandstafTtreatmentwhilereexamineconditionsofarea,populationscale,anaglng 

rate,contentsofaffairs,andｓｏｏｎ． 

(Part-TimeLecturer,UyoGakuenCollege） 

－２５４－ 


